
 １　賃金の動き
　（１）調査産業計

　（２）産業別賃金

表１　賃金等の動き　（調査産業計）

図１　産業別現金給与総額

　　　　　２　消費者物価指数は、山口市、全国ともに「持家の帰属家賃を除く総合」による。

　産業別に現金給与総額をみると、電気・ガス・熱供給・水道業が 554,055円で最も高
く、以下、金融業，保険業 514,780円、製造業 379,315円と続き、宿泊業,飲食サービス業
の 114,715円が最も低くなっている。

Ⅰ　事業所規模５人以上

×100
名 目 賃 金 指 数
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　　　 注)１　実質賃金指数＝

　平成27年の１人平均月間現金給与総額は、303,986円で、前年比 3.2％増であった。
　実質賃金指数は、102.0（平成22年＝100）で、前年比 2.3％増であった。
　現金給与総額を全国平均と比較してみると、実額で 9,815円下回り、全国平均の96.9％
であった。

（表１）

　つぎに、きまって支給する給与と特別に支払われた給与に分けてみると、きまって支給
する給与は、249,845円で、前年比 3.3％増であった。特別に支払われた給与は、54,141円
で、前年差 1,256円増であった。

（図１、統計表:第２表、第８－２表、第８－５表）

 (図１、統計表:第８－１表）

（指数：平成22年平均＝１００）

実　額 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 実　額 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比
円 ％ ％ ％ 円 ％ ％ ％

平成23年平均  308 696 104.5 4.5 105.1 5.1 99.4 △ 0.6  316 791 99.8 △ 0.2 100.1 0.1 99.7 △ 0.3

24年  295 572 102.4 △ 2.0 103.2 △ 1.8 99.2 △ 0.1  314 126 98.9 △ 0.9 99.2 △ 0.9 99.7 0.0

25年  293 905 101.4 △ 1.0 102.1 △ 1.1 99.3 0.1  314 048 98.5 △ 0.4 98.3 △ 0.9 100.2 0.5

26年  297 070 102.1 0.7 99.7 △ 2.4 102.4 3.1  316 567 98.9 0.4 95.5 △ 2.8 103.6 3.3

27年  303 986 105.4 3.2 102.0 2.3 103.3 0.9  313 801 99.0 0.1 94.6 △ 0.9 104.6 1.0
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　（３）男女別賃金

表２　産業別、男女別賃金 図２　産業別、男女別賃金

２　労働時間の動き
　（１）調査産業計

　（２）産業別労働時間

表３　労働時間等の動き　（調査産業計）

　男女別に現金給与総額をみると、調査産業計では男 390,269円、女 203,421円となって
おり、女の賃金は男の 52.1％であった。
  産業別に男女の格差をみると、電気・ガス・熱供給・水道業が 73.5％と最も小さく、
卸売業，小売業が 38.6％で最も大きくなっている。

（表２）

　平成27年の１人平均月間総実労働時間は、146.8時間で前年比 0.5％減であった。
　総実労働時間を所定内と所定外に分けてみると、所定内労働時間は、135.5時間で、前年
比 0.5％減、所定外労働時間は、11.3時間で、前年比 0.3％減であった。
　労働時間を全国平均と比較してみると、総実労働時間で 2.3時間、所定内労働時間で2.0
時間、所定外労働時間で0.3時間長くなっている。
　出勤日数（１人平均月間）は 19.2日で、前年差0.3日減であった。

　産業別に総実労働時間をみると、運輸業，郵便業が 173.8時間で最も長く、宿泊業,
飲食サービス業が 104.0時間で最も短くなっている。
　前年比でみると、生活関連サービス業,娯楽業（10.8％増）、不動産業，物品賃貸業
（7.7％増）等で増加となり、サービス業（他に分類されないもの）（3.4％減）、運輸
業，郵便業（3.2％減）等で減少となった。

（表３）

（統計表：第４表、第９－２表）

男 女
円 円 ％

調 査 産 業 計 390 269 203 421 52.1

建 設 業 361 349 210 095 58.1

製 造 業 443 242 188 815 42.6

電気・ガス・熱供給・水道業 565 212 415 655 73.5

情 報 通 信 業 451 915 268 991 59.5

運 輸 業 ， 郵 便 業 358 545 215 416 60.1

卸 売 業 ， 小 売 業 348 576 134 461 38.6

金 融 業 ， 保 険 業 757 126 307 631 40.6

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸業 334 472 215 563 64.4

学術研究，専門・技術サービス業 434 713 220 345 50.7

宿泊業，飲食サービス業 155 158 97 371 62.8

生活関連サービス業，娯楽業 199 047 134 972 67.8

教 育 , 学 習 支 援 業 464 620 308 663 66.4

医 療 , 福 祉 436 553 257 493 59.0

複 合 サ ー ビ ス 事 業 393 437 261 973 66.6

サービス業（他に分類されないもの） 307 873 135 328 44.0

男を100と

した女の額

の割合

現金給与総額
産    業

時間 前年比(％) 時間 前年比(％) 時間 前年比(％) 日 前年差(日) 時間 前年比(％) 時間 前年比(％) 時間 前年比(％) 日 前年差(日)

平成23年平均 150.1 1.6 139.9 1.3 10.2 6.6 19.6 0.2 145.6 △ 0.2 135.6 △ 0.3 10.0 1.0 19.0 0.0

24年 149.9 △ 0.2 139.8 0.2 10.1 △ 3.0 19.6 0.0 147.1 0.5 136.7 0.5 10.4 0.7 19.1 0.1

25年 148.9 △ 0.8 138.2 △ 1.3 10.7 6.6 19.5 △ 0.1 145.5 △ 1.0 134.9 △ 1.4 10.6 2.7 18.9 △ 0.2

26年 148.0 △ 0.7 136.9 △ 1.2 11.1 4.7 19.5 0.0 145.1 △ 0.4 134.1 △ 0.6 11.0 4.0 18.8 △ 0.1

27年 146.8 △ 0.5 135.5 △ 0.5 11.3 △ 0.3 19.2 △ 0.3 144.5 △ 0.3 133.5 △ 0.3 11.0 △ 1.0 18.7 △ 0.1
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　（３）男女別労働時間

　（４）年間労働時間

                                                                                    （表４）

表４　産業別年間労働時間 （単位：時間）

注）　年平均の月間労働時間を12倍したものである。

３　雇用の動き
　（１）調査産業計

（統計表:第７表、第10－１表）
　（２）産業別雇用

　（３）パートタイム労働者比率

　（４）労働異動

　調査産業計で常用労働者の異動状況をみると、入職率 1.85％、離職率 1.68％と、0.17
ポイントの入職超過であった。
　産業別にみると、情報通信業（0.84ポイント）、教育,学習支援業(0.39ポイント)等で入
職超過となり、複合サービス事業（0.43ポイント）、生活関連サービス業,娯楽業（0.42ポ
イント）等で離職超過となっている。

　男女別に労働時間をみると、調査産業計の総実労働時間は、男 162.3時間、女 128.7時
間であった。
　所定外労働時間では、男 15.6時間、女 6.2時間であった。

　総実労働時間は、調査産業計では 1,762時間で、前年より 14時間短く、全国平均と比較
すると 28時間長くなっている。
　産業別にみると、運輸業，郵便業が 2,086時間で最も長く、宿泊業,飲食サービス業が
1,248時間で最も短くなっている。

（統計表:第９－２表、第９－４表）

（表４）

（統計表:第10-３表、第10-４表）

　平成27年の常用労働者数は、480,476人（年平均）で、前年比 1.7％増であった。

　産業別に常用雇用の動きを前年比でみると、複合サービス事業（35.3％増）、不動産
業，物品賃貸業（5.1％増）等で増加となり、生活関連サービス業,娯楽業（6.3％減）、卸
売業，小売業（0.9％減）等で減少となった。

　常用労働者に占めるパートタイム労働者の比率は、28.7％（男 13.1％、女 46.8％）で
あった。
　産業別にみると、宿泊業,飲食サービス業が 78.8％で最も高く、電気・ガス・熱供給・
水道業が 0.8％で最も低くなっている。

平成２６年 平成２７年 平成２６年 平成２７年 平成２６年 平成２７年 平成２６年 平成２７年

調 査 産 業 計 1 776 1 762 1 643 1 626 1 741 1 734 1 609 1 602

建 設 業 2 030 2 048 1 890 1 890 2 078 2 058 1 918 1 892

製 造 業 1 975 1 948 1 772 1 758 1 958 1 958 1 768 1 766

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供給 ・ 水 道業 1 745 1 748 1 670 1 615 1 853 1 871 1 678 1 684

情 報 通 信 業 2 014 1 990 1 817 1 824 1 963 1 955 1 738 1 742

運 輸 業 ， 郵 便 業 2 160 2 086 1 788 1 834 2 082 2 063 1 777 1 777

卸 売 業 ， 小 売 業 1 648 1 670 1 561 1 562 1 656 1 640 1 568 1 553

金 融 業 ， 保 険 業 1 777 1 800 1 684 1 674 1 769 1 772 1 624 1 631

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 1 913 2 038 1 744 1 880 1 847 1 840 1 708 1 692

学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 1 822 1 831 1 697 1 692 1 894 1 860 1 716 1 698

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 1 306 1 248 1 250 1 188 1 234 1 237 1 170 1 169

生活関連サービス業 ，娯楽業 1 536 1 496 1 471 1 417 1 658 1 640 1 571 1 552

教 育 , 学 習 支 援 業 1 630 1 573 1 573 1 478 1 519 1 514 1 440 1 420

医 療 , 福 祉 1 720 1 688 1 639 1 597 1 621 1 625 1 559 1 564

複 合 サ ー ビ ス 事 業 1 877 1 883 1 808 1 770 1 783 1 807 1 696 1 714

サービス業 （ 他に 分類されない も の） 1 594 1 637 1 496 1 505 1 726 1 735 1 591 1 598

年間所定内労働時間

山　　口　　県 全　　　　　国

産　　業 年間総実労働時間 年間所定内労働時間 年間総実労働時間



 １　賃金の動き
　（１）調査産業計

　（２）産業別賃金

表５　賃金等の動き　（調査産業計） （指数：平成22年平均＝１００）

図３　産業別現金給与総額

　　　　　２　消費者物価指数は、山口市、全国ともに「持家の帰属家賃を除く総合」による。

　平成27年の１人平均月間現金給与総額は、339,450円で、前年比 1.9％増であった。
　実質賃金指数は、98.0（平成22年＝100）で、前年比 1.0％増であった。
　現金給与総額を全国平均と比較してみると、実額で 18,499円下回り、全国平均の94.8％
であった。

　産業別に現金給与総額をみると、金融業,保険業が 500,326円で最も高く、以下、学術研
究，専門・技術サービス業 456,907円、製造業 411,504円と続き、宿泊業,飲食サービス業
の 130,850円が最も低くなっている。

 (図３、統計表:第８－１表）

Ⅱ　事業所規模３０人以上

消 費 者 物 価 指 数

名 目 賃 金 指 数
×100　　　 注)１　実質賃金指数＝

（表５）

　つぎに、きまって支給する給与と特別に支払われた給与に分けてみると、きまって支給
する給与は、271,653円で、前年比1.7％増であった。特別に支払われた給与は、67,797円
で、前年差 1,110円増であった。

（図３、統計表:第２表、第８－２表、第８－５表）
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実　額 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 実　額 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比
円 ％ ％ ％ 円 ％ ％ ％

平成23年平均  346 945 99.8 △ 0.2 100.4 0.4 99.4 △ 0.6  362 296 100.2 0.2 100.5 0.5 99.7 △ 0.3

24年  328 322 97.7 △ 2.1 98.5 △ 1.9 99.2 △ 0.1  356 649 99.3 △ 0.9 99.6 △ 0.9 99.7 0.0

25年  330 779 97.8 0.1 98.5 0.0 99.3 0.1  357 972 99.0 △ 0.3 98.8 △ 0.8 100.2 0.5

26年  337 808 99.3 1.5 97.0 △ 1.5 102.4 3.1  363 338 99.9 0.9 96.4 △ 2.4 103.6 3.3

27年  339 450 101.2 1.9 98.0 1.0 103.3 0.9  357 949 99.9 0.0 95.5 △ 0.9 104.6 1.0

現 金 給 与 総 額
消費者物価
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消費者物価

名 目 賃 金 実質賃金名 目 賃 金 実質賃金
区　分
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　（３）男女別賃金

表６　産業別、男女別賃金 図４　産業別、男女別賃金

２　労働時間の動き
　（１）調査産業計

　（２）産業別労働時間

表７　労働時間等の動き　（調査産業計）

　男女別に現金給与総額をみると、調査産業計では男 420,256円、女 233,449円となって
おり、女の賃金は男の55.5％であった。

　産業別に男女の格差をみると、不動産業，物品賃貸業が 86.4％と最も小さく、
サービス業 （他に分類されないもの）が 33.8％で最も大きくなっている。

　平成27年の１人平均月間総実労働時間は、151.9時間で前年比 0.2％減であった。
　総実労働時間を所定内と所定外に分けてみると、所定内労働時間は、138.3時間で、前年
比 0.2％増、所定外労働時間は、13.6時間で、前年比 4.0％減であった。
　労働時間を全国平均と比較してみると、総実労働時間で 3.2時間、所定内労働時間で
2.5時間、所定外労働時間で 0.7時間長くなっている。
　出勤日数（１人平均月間）は 19.3日で、前年と同水準であった。

（表７）

（統計表：第４表、第９－２表）

（表６）

　産業別に総実労働時間をみると、建設業が 185.0時間で最も長く、宿泊業,飲食サービス
業が 109.5時間で最も短くなっている。
　前年比でみると、生活関連サービス業,娯楽業（14.7％増）、建設業（8.4％増）等で増
加、不動産業，物品賃貸業（12.8％減）、運輸業，郵便業（6.2％減）等で減少となった。

男 女
円 円 ％

調 査 産 業 計 420 256 233 449 55.5

建 設 業 398 512 231 102 58.0

製 造 業 466 646 209 165 44.8

電気・ガス・熱供給・水道業 ｘ ｘ ｘ

情 報 通 信 業 417 932 272 367 65.2

運 輸 業 ， 郵 便 業 363 422 228 070 62.8

卸 売 業 ， 小 売 業 321 481 129 573 40.3

金 融 業 ， 保 険 業 666 258 363 591 54.6

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸業 204 458 176 653 86.4

学術研究，専門・技術サービス業 511 037 236 275 46.2

宿泊業，飲食サービス業 178 710 105 587 59.1

生活関連サービス業，娯楽業 230 388 103 665 45.0

教 育 , 学 習 支 援 業 449 768 329 124 73.2

医 療 , 福 祉 479 868 299 622 62.4

複 合 サ ー ビ ス 事 業 394 455 258 270 65.5

サービス業（他に分類されないもの） 308 549 104 287 33.8

産    業
現金給与総額 男を100と

した女の額

の割合

時間 前年比(％) 時間 前年比(％) 時間 前年比(％) 日 前年差(日) 時間 前年比(％) 時間 前年比(％) 時間 前年比(％) 日 前年差(日)

平成23年平均 151.9 △ 0.4 139.9 △ 0.3 12.0 △ 0.9 19.4 △ 0.1 149.0 △ 0.4 137.1 △ 0.4 11.9 △ 0.5 19.0 0.0

24年 152.5 0.2 140.6 0.4 11.9 △ 3.1 19.6 0.2 150.7 0.9 138.5 0.9 12.2 1.4 19.2 0.2

25年 151.9 △ 0.6 139.3 △ 1.2 12.6 7.2 19.4 △ 0.2 149.3 △ 1.0 136.9 △ 1.3 12.4 2.4 18.9 △ 0.3

26年 153.4 0.6 139.4 △ 0.4 14.0 11.4 19.3 △ 0.1 149.0 △ 0.2 136.2 △ 0.6 12.8 3.4 18.9 0.0

27年 151.9 △ 0.2 138.3 0.2 13.6 △ 4.0 19.3 0.0 148.7 △ 0.1 135.8 0.0 12.9 △ 0.3 18.8 △ 0.1

出勤日数
区分

山　　口　　県 全　　　　国

総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間 出勤日数 総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間
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　（３）男女別労働時間

　（４）年間労働時間

                                                                                    （表４）

表８　産業別年間労働時間 （単位：時間）

注）　年平均の月間労働時間を12倍したものである。

３　雇用の動き
　（１）調査産業計

　（２）産業別雇用

　（３）パートタイム労働者比率

　（４）労働異動

　産業別に常用雇用の動きを前年比でみると、複合サービス事業（154.8％増）建設業
（5.0％増）等で増加、情報通信業（26.9％減）、生活関連サービス業，娯楽業（4.1％
減）等で減少となった。

（統計表:第７表）

 （統計表:第10－２表）

　調査産業計で常用労働者の異動状況をみると、入職率 1.67％、離職率 1.52％と、0.15
ポイントの入職超過であった。
　産業別にみると、建設業 (0.78ポイント)、教育,学習支援業(0.54ポイント)等で入職超
過となり、複合サービス事業（0.88ポイント）、生活関連サービス業，娯楽業（0.19ポイ
ント）等で離職超過となっている。

（統計表:第10-３表、第10-４表）

　男女別に労働時間をみると、調査産業計の総実労働時間は、男 165.0時間、女 134.8時
間であった。
　所定外労働時間では、男 18.2時間、女 7.6時間であった。

　総実労働時間は、調査産業計では 1,823時間で、前年より 18時間短く、全国平均と比較
すると 39時間長くなっている。
　産業別にみると、建設業が 2,220時間で最も長く、宿泊業,飲食サービス業が 1,314時間
で最も短くなっている。

　常用労働者に占めるパートタイム労働者の比率は、24.2％（男 10.6％、女 42.0％）で
あった。
　産業別にみると、宿泊業,飲食サービス業が 73.6％で最も高く、金融業，保険業が
1.8％で最も低くなっている。

（統計表:第９－２表、第９－４表）

　平成27年の常用労働者数は、270,364人（年平均）で、前年比 1.5％増であった。

平成２６年 平成２７年 平成２６年 平成２７年 平成２６年 平成２７年 平成２６年 平成２７年

調 査 産 業 計 1 841 1 823 1 673 1 660 1 788 1 784 1 634 1 630

建 設 業 2 030 2 220 1 920 1 985 2 094 2 081 1 873 1 853

製 造 業 1 993 1 964 1 769 1 759 1 975 1 976 1 765 1 765

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供給 ・ 水 道業 1 724 ｘ 1 649 ｘ 1 861 1 882 1 673 1 678

情 報 通 信 業 1 956 1 910 1 768 1 763 1 961 1 945 1 718 1 723

運 輸 業 ， 郵 便 業 2 228 2 083 1 777 1 796 2 051 2 053 1 746 1 762

卸 売 業 ， 小 売 業 1 663 1 602 1 564 1 506 1 680 1 638 1 584 1 543

金 融 業 ， 保 険 業 1 901 1 948 1 784 1 766 1 764 1 780 1 603 1 618

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 2 219 1 818 1 932 1 801 1 780 1 772 1 642 1 622

学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 1 927 1 891 1 812 1 708 1 919 1 866 1 727 1 682

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 1 396 1 314 1 254 1 211 1 312 1 325 1 232 1 236

生活関連サービス業 ，娯楽業 1 588 1 357 1 536 1 292 1 612 1 595 1 525 1 498

教 育 , 学 習 支 援 業 1 649 1 561 1 583 1 464 1 540 1 543 1 464 1 444

医 療 , 福 祉 1 771 1 811 1 679 1 704 1 705 1 721 1 636 1 650

複 合 サ ー ビ ス 事 業 1 876 1 939 1 825 1 778 1 829 1 865 1 732 1 763

サービス業 （ 他に 分類されない も の） 1 504 1 666 1 410 1 483 1 672 1 699 1 535 1 553

年間総実労働時間 年間所定内労働時間 年間総実労働時間 年間所定内労働時間産　　業

山　　口　　県 全　　　　　国



４　賞与の動き

      

（表９）

表９　賞与の支給状況 （単位：円,ヵ月）

注）１　夏季賞与は平成２７年６～８月分、年末賞与は平成２７年１１月～平成２８年１月分から集計した。

  　２  夏季・年末賞与の支給を行った事業所を集計対象として算出している。

　　３　前年同期比については、第一種事業所の抽出替えに伴って生じる時系列ギャップ修正を行って算出

      している。

　　４　平均支給率は、賞与の所定内給与に対する割合を平均したもの。

　　　

　調査産業計で平成27年の夏季賞与をみると、１人平均 404,149円、前年同期比 3.3％増
であり、年末賞与は、１人平均 435,704円、前年同期比 9.1％増であった。
　平均支給率は、夏季 1.24ヵ月、年末 1.35ヵ月であった。

　産業別にみると、夏季賞与は、学術研究，専門・技術サービス業（671,222円、1.79ヵ
月）で最も高く、以下、製造業（584,044円、1.40ヵ月）と続き、宿泊業,飲食サービス業
(45,311円、0.37ヵ月）が最も低くなっている。
　また、年末賞与では、金融業，保険業 (687,561円、1.76ヵ月)で最も高く、以下、学術
研究，専門・技術サービス業 (597,008円、1.70ヵ月)と続き、宿泊業,飲食サービス業
(59,980円、0.44ヵ月)が最も低くなっている。

平成２６年 平成２７年 平成２６年 平成２７年 平成２６年 平成２７年 平成２６年 平成２７年

 404 149 5.7 3.3 1.22 1.24  435 704 0.4 9.1 1.26 1.35

 451 753 17.2 75.3 0.76 1.48  439 829 △ 2.8 82.0 0.78 1.43

 584 044 12.7 2.8 1.30 1.40  587 542 4.6 3.5 1.35 1.37

ｘ △ 3.1 ｘ 1.66 ｘ ｘ △ 1.3 ｘ 1.76 ｘ

 315 407 △ 11.9 △ 41.0 1.86 1.24  387 252 △ 10.4 △ 26.2 1.85 1.49

 348 601 5.3 23.5 1.31 1.46  385 187 △ 3.6 45.5 1.24 1.71

 143 853 8.1 △ 39.8 1.11 0.76  209 733 △ 4.6 △ 3.9 1.01 1.02

 546 896 8.5 △ 4.5 1.59 1.48  687 561 16.0 △ 0.2 1.94 1.76

87 903 △ 0.3 △ 66.4 1.55 0.58 93 028 △ 8.6 △ 62.4 1.61 0.60

671 222 8.5 73.9 1.57 1.79 597 008 14.1 △ 1.2 1.80 1.70

 45 311 △ 16.1 △ 17.8 0.48 0.37  59 980 △ 16.8 26.7 0.48 0.44

81 229 △ 11.2 △ 9.6 0.81 0.53 80 491 △ 7.7 △ 5.9 0.82 0.55

 476 076 △ 3.6 △ 10.1 1.72 1.48  536 976 △ 4.3 △ 4.6 1.92 1.79

 329 029 △ 5.3 0.6 1.13 1.12  425 992 △ 4.5 10.7 1.32 1.27

 389 301 5.6 11.1 1.25 1.45  442 140 5.8 9.2 1.41 1.75

 245 680 0.7 60.1 0.76 1.00  235 988 8.6 64.9 0.80 0.94

全 国 調 査 産 業 計 411 565 5.0 △ 3.2 1.19 1.13 425 438 2.3 △ 0.7 1.25 1.20

前年同期比

年　末　賞　与

平均支給率

サービス業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ）

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業 ， 小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

支給額 支給額
平均支給率

製 造 業

産 業

調 査 産 業 計

夏　季　賞　与

建 設 業

前年同期比

複 合 サ ー ビ ス 事 業

情 報 通 信 業

宿泊業 ，飲 食サ ービ ス業

医 療 , 福 祉

教 育 , 学 習 支 援 業

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

学術研究，専門・技術サービス業

生活関連サ ービ ス業 ，娯 楽業



１　所定外労働時間指数の推移（調査産業計、製造業）

（平成22年平均＝100）

　図５　（５人以上） 図６　（３０人以上）

２　常用雇用指数（調査産業計、製造業）及びパートタイム労働者比率（調査産業計）の推移

（平成22年平均＝100）

　図７　（５人以上） 　 図８　（３０人以上）

《附表》　所定外労働時間、常用労働者及びパートタイム労働者の動き　　　 
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